
（（（（3333））））市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

人 口人 口人 口人 口

う ちう ちう ちう ち 日 本 人日 本 人日 本 人日 本 人

面 積面 積面 積面 積

歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額

歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額

実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

17,38117,38117,38117,381

17,32117,32117,32117,321

91.6591.6591.6591.65

10,433,71110,433,71110,433,71110,433,711

10,229,41910,229,41910,229,41910,229,419

182,198182,198182,198182,198

4,655,2054,655,2054,655,2054,655,205

10,162,04110,162,04110,162,04110,162,041

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))
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千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

15.015.015.015.0

162.5162.5162.5162.5

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  ⅣH20  ⅣH20  ⅣH20  Ⅳ－－－－１１１１ H21  ⅣH21  ⅣH21  ⅣH21  Ⅳ－－－－１１１１ H22  ⅣH22  ⅣH22  ⅣH22  Ⅳ－－－－１１１１

H23  ⅣH23  ⅣH23  ⅣH23  Ⅳ－－－－２２２２ H24  ⅣH24  ⅣH24  ⅣH24  Ⅳ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.35][0.35][0.35][0.35] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
57/8257/8257/8257/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
0.490.490.490.49

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
0.430.430.430.43

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成２４年度基準財政収入額が1,424,385千円、同年度基準財政需要額が3,967,298千

円となり、平成２４年度単年度の財政力指数は0.359となった。

平成２２年度0.344、平成２３年度0.345、平成２４年度0.359、平均0.349となった。

※平成２１年度0.374、
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0.350.350.350.35

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [15.0%][15.0%][15.0%][15.0%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
65/8265/8265/8265/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
9.29.29.29.2

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
10.510.510.510.5

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

対前年度比3ヵ年平均で－0.9ポイントとなった。これは、第１に単年度実質

公債比率が16.96％であった平成21年度分が算定から除外されたこと、第２

に標準財政規模が前年度比約1億4千万円と大幅に縮小したものの、水道

事業会計、農業集落排水事業特別会計への繰出金、一部事務組合等の償

還金に係る負担金が減少したとともに、公債費に準ずる債務負担行為につ

いても、平成23年度に県有旧保健所会津坂下支所地取得費の繰上償還に

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [162.5%][162.5%][162.5%][162.5%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
77/8277/8277/8277/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
60.060.060.060.0

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
40.340.340.340.3

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

対前年度比では＋14.6ポイントとなっており、比率上昇の要因としては、教

育施設適正配置による幼稚園新築、小学校改修等に伴う過疎対策事業債

を約14億5千万円発行したことにより、地方債残高が前年度比約12億5千万

円の増額となったこと、また、普通交付税が法人税増収により基準財政収入

額が伸び、基準財政需要額が単位費用、補正係数等の影響もあり、前年度

比約1億4千万円減収となったため、標準財政規模が大幅に縮小したことが

挙げられる。
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財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [90.9%][90.9%][90.9%][90.9%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
56/8256/8256/8256/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
90.790.790.790.7

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
85.085.085.085.0

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

経常収支比率については90.9％と0.1ポイントの増となった。主な要因として歳出において、公債

費の激増により公債費経常収支比率が1ポイント増となったが、行政経営努力による経常経費の削

減、コミセン構想等の新たな施策による一時的な経常経費の減等により大きな増加には至らなかっ

た。いずれも昨年度より悪化しているため、引き続き財政の一層の健全化が求められる。
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [144,251[144,251[144,251[144,251円円円円]]]] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
48/8248/8248/8248/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
116,454116,454116,454116,454

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
193,557193,557193,557193,557

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成２４年度人件費1,380,410千円、物件費1,107,680千円、維持補修費136,286千円

昨年度より5,355円、福島県平均より49,306円下回り、全国平均より27,797円、類似団体

比較では5,352円上回っている。

主な要因として、維持修繕費が21,261千円増となったが人件費が前年度対比45,361千

円減、物件費が104,575千円減と大きく減額となったことによる。

物件費の減額は、前年度大きく嵩んだ災害救助費の減額が大きな要因である。
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給与水準給与水準給与水準給与水準 （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [104.4][104.4][104.4][104.4] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
44/8244/8244/8244/82

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均
106.6106.6106.6106.6

全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
103.2103.2103.2103.2

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

Ｈ２３年度：１０４．１ Ｈ２４年度：１０４．４ ０．３ポイント増

変動の要因として、採用・退職に伴う職員構成変動による０．３ポイント増が挙げられる。
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [8.75[8.75[8.75[8.75人人人人]]]] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
41/8241/8241/8241/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
7.007.007.007.00

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
7.487.487.487.48

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

Ｈ２３年度職員数：１７１人

Ｈ２４年度職員数：１７２人

職員適正配置の徹底により、退職に伴う職員補充を数年間に渡り一部見送るなどし現状

の職員数に至っているが、行財政改革プランの実施により、業務内容の効率化と職員の

資質向上を進め行政サービスの向上に努めている。
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いても、平成23年度に県有旧保健所会津坂下支所地取得費の繰上償還に

より支出額が減少したことが挙げられる。
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（（（（4444））））----1 1 1 1 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析
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実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

17,38117,38117,38117,381
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4,655,2054,655,2054,655,2054,655,205

10,162,04110,162,04110,162,04110,162,041
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実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

15.015.015.015.0

162.5162.5162.5162.5

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  ⅣH20  ⅣH20  ⅣH20  Ⅳ－－－－１１１１ H21  ⅣH21  ⅣH21  ⅣH21  Ⅳ－－－－１１１１ H22  ⅣH22  ⅣH22  ⅣH22  Ⅳ－－－－１１１１

H23  ⅣH23  ⅣH23  ⅣH23  Ⅳ－－－－２２２２ H24  ⅣH24  ⅣH24  ⅣH24  Ⅳ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

人件費人件費人件費人件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
69/8269/8269/8269/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
24.824.824.824.8

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
23.323.323.323.3

人件費人件費人件費人件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．２ポイント下回ったが、未だ全国平均より３．２ポイント、類似団体平均

値より３．４ポイント低く、福島県平均との比較においては４．７ポイント差と大きく差がひ

らいている。

これまでも、退職者数に対し新規職員数での完全補充を見送るなどし職員数の減少

に努めてきているが、今後も行政経営改革プランに基づきさらなる抑制を図る必要があ

る。

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

39.539.539.539.5

15.715.715.715.7

24.624.624.624.6
24.924.924.924.9

22.722.722.722.7
24.824.824.824.825.525.525.525.5

H24H23H22H21H20

28.028.028.028.0
28.228.228.228.2

26.326.326.326.3
28.128.128.128.1

30.630.630.630.6

物件費物件費物件費物件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
49/8249/8249/8249/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
13.313.313.313.3

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
13.113.113.113.1

物件費物件費物件費物件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．８ポイント下回ったが、全国平均より０．２ポイント、類似団体平

均値より１．０ポイント、福島県平均より０．４ポイント上回った。

前年比１０４，５７５千円（８．６％）の減となったが、主な要因は昨年度に災害

救助費に係る物件費（１４９，１４２千円）の増があったことによる。

各々の平均値との比較では、まだ高い水準にあることから、今後も行政経営

改革プランに基づきさらなる抑制を図る必要がある。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

24.024.024.024.0

6.86.86.86.8

12.512.512.512.5
12.112.112.112.1

10.610.610.610.610.710.710.710.710.910.910.910.9

H24H23H22H21H20

13.513.513.513.5

14.314.314.314.3
12.612.612.612.613.413.413.413.4

14.314.314.314.3

扶助費扶助費扶助費扶助費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
6/826/826/826/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
11.211.211.211.2

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
7.17.17.17.1

扶助費扶助費扶助費扶助費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．９ポイント下回り、全国平均より８．０ポイント、類似団体平均値より２．

４ポイント、福島県平均より３．９ポイント下回った。

前年比1,226,970千円（185.5％）の増であり、東日本大震災及び豪雨災害見舞金9,700

千円減となったが、県南・会津・南会津地域給付金事業1,239,040千円増などによる。

(%)

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

9.89.89.89.8

2.92.92.92.9

5.65.65.65.65.25.25.25.2
4.44.44.44.44.34.34.34.3

3.93.93.93.9

H24H23H22H21H20

3.23.23.23.24.14.14.14.1
3.43.43.43.43.23.23.23.23.13.13.13.1

そのそのそのその他他他他 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
63/8263/8263/8263/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
12.512.512.512.5

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
14.414.414.414.4

そのそのそのその他他他他のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．７ポイント上回り、全国平均より３．８ポイント、類似団体平均値より１．６

ポイント、福島県平均より１．９ポイント上回った。

主な要因は、豪雪による除雪経費が嵩み、維持補修費２１，２６１千円（１８．５％）の増

である。

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

34.634.634.634.6

5.25.25.25.2

14.714.714.714.7
14.414.414.414.414.414.414.414.4

14.614.614.614.614.114.114.114.1

H24H23H22H21H20

16.316.316.316.3
15.615.615.615.616.916.916.916.9

13.613.613.613.614.014.014.014.0

補助費等補助費等補助費等補助費等 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
22/8222/8222/8222/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
10.110.110.110.1

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
10.010.010.010.0

補助費等補助費等補助費等補助費等のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．３ポイント上回り、全国平均より０．４ポイント、福島県平均より０．５ポイ

ント上回り、類似団体比較では平均値より２．７ポイント下回っている。

類似団体比較では下回るものの、全国平均及び県平均において上回っており、今後

も行政経営改革プランに基づき補助金の適正化及び整理を進め、さらなる抑制を図る

必要がある。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

24.224.224.224.2

3.33.33.33.3

13.213.213.213.2
13.113.113.113.114.414.414.414.4

16.016.016.016.015.715.715.715.7

H24H23H22H21H20

10.510.510.510.5
10.210.210.210.2

12.212.212.212.213.013.013.013.013.013.013.013.0

公債費公債費公債費公債費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
62/8262/8262/8262/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
18.818.818.818.8

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
17.117.117.117.1

公債費公債費公債費公債費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より１．０ポイント上回り、全国平均より０．６ポイント、類似団体平均値より１．５

ポイント、福島県平均より２．３ポイント上回っている。

前年比２４，０９８千円（２．６％）の増であり、平成２２年度借入分（据置１年）の償還開

始が主な要因となる。中でも公営住宅建設事業（１４７，０００千円）、過疎ソフト事業（４

１，８００千円）の償還額が挙げられる。

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

33.233.233.233.2

3.33.33.33.3

17.917.917.917.9
17.917.917.917.9

16.216.216.216.216.716.716.716.716.716.716.716.7

H24H23H22H21H20

19.419.419.419.4
18.418.418.418.418.318.318.318.3

19.919.919.919.920.720.720.720.7

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
39/8239/8239/8239/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
71.971.971.971.9

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
67.967.967.967.9

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

昨年度より０．９ポイント、全国平均より０．４ポイント下回り、福島県平均より３．６ポイ

ント、類似団体比較では平均値より０．９ポイント上回っている。

扶助費においては、類似団体内順位６／８２位だが、物件費４９／８２位と人件費６９

／８２位が足かせになっている。

行政経営改革プランに基づいた、一層の歳出全体の削減が必要である。

(%)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

90.090.090.090.0

55.055.055.055.0

70.670.670.670.6
69.769.769.769.7

66.566.566.566.5
70.470.470.470.470.170.170.170.1

H24H23H22H21H20

71.571.571.571.5
72.472.472.472.471.471.471.471.471.371.371.371.3

75.075.075.075.0
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,380,410 79,421 79,035 0.5
107,171 6,166 7,890 ▲ 21.9
237,697 13,676 11,983 14.1

- - 509 -
- - - -

99,936 5,750 3,479 65.3
41,683 2,398 1,543 55.4

▲ 158,835 ▲ 9,138 ▲ 9,333 ▲ 2.1
1,708,062 98,272 95,106 3.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

8.75 8.82 ▲ 0.07
104.4 104.1 0.3

（注）住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。（公債費及び普通建設事業費についても同様）

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

933,952 53,734 54,215 ▲ 0.9

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）

合計
▲退職金

公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

元利償還金の額

（（（（4444））））----2 2 2 2 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

53,56453,56453,56453,564

167,033167,033167,033167,033

95,10695,10695,10695,106
97,85797,85797,85797,857

95,39195,39195,39195,391

91,97791,97791,97791,97791,02791,02791,02791,027

H24H23H22H21H20

98,27298,27298,27298,272
99,62999,62999,62999,629

95,27995,27995,27995,279

96,36996,36996,36996,36994,84394,84394,84394,843

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値
(円)

933,952 53,734 54,215 ▲ 0.9

- - - -

- - 8 -

136,851 7,874 15,895 ▲ 50.5

60,453 3,478 3,681 ▲ 5.5

131,419 7,561 1,301 481.2

110 6 8 ▲ 25.0

▲ 42,493 ▲ 2,445 ▲ 3,246 ▲ 24.7

▲ 648,644 ▲ 37,319 ▲ 44,951 ▲ 17.0

571,648 32,889 26,911 22.2
※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H20 693,397 38,267 ▲ 54.3 41,097 ▲ 1.7 ▲ 52.6

うち単独分 419,538 23,153 ▲ 53.0 23,651 ▲ 6.6 ▲ 46.4
 H21 919,787 51,259 34.0 57,455 39.8 ▲ 5.8

うち単独分 584,838 32,592 40.8 33,958 43.6 ▲ 2.8
 H22 1,486,631 83,853 63.6 71,812 25.0 38.6

うち単独分 883,769 49,849 52.9 35,025 3.1 49.8
 H23 1,639,868 93,632 11.7 61,557 ▲ 14.3 26.0

うち単独分 758,282 43,296 ▲ 13.1 32,497 ▲ 7.2 ▲ 5.9
 H24 2,865,046 164,838 76.0 69,806 13.4 62.6

うち単独分 932,722 53,663 23.9 32,823 1.0 22.9
 過去５年間平均 1,520,946 86,370 26.2 60,345 12.4 13.8

うち単独分 715,830 40,511 10.3 31,591 6.8 3.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金

（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
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40,000
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100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000

H20 H21 H22 H23 H24

（円）
人口1人当たり決算額の推移

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

3,7653,7653,7653,765

67,00267,00267,00267,002

26,91126,91126,91126,911
29,10129,10129,10129,101

33,26433,26433,26433,26433,85433,85433,85433,85433,50933,50933,50933,509

H24H23H22H21H20

32,88932,88932,88932,889
36,38436,38436,38436,38437,29337,29337,29337,29338,49338,49338,49338,49339,07039,07039,07039,070

うち単独分 715,830 40,511 10.3 31,591 6.8 3.5H20 H21 H22 H23 H24

当該団体値 類似団体内平均値
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